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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期
決算年月 平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月

売上高 （百万円） 4,710 4,843 4,678 4,660 5,935

経常損益（△は損失） （百万円） △74 △296 △531 △305 390

当期純損益（△は損失） （百万円） 10 10 △699 △267 324

持分法を適用した

場合の投資損益（△は損失）
（百万円） △34 △3 13 42 10

資本金 （百万円） 3,234 3,443 3,443 3,443 3,443

発行済株式総数 （株） 28,276,26630,276,26630,276,26630,276,26630,276,266

純資産額 （百万円） 4,694 4,823 4,028 3,839 4,165

総資産額 （百万円） 9,186 8,735 8,249 8,038 8,885

１株当たり純資産額 （円） 166.68 159.99 133.70 127.45 138.30

１株当たり配当額

（内１株当たり中間配当額）
（円）

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

0.00

(0.00)

2.00

(0.00)

１株当たり当期純損益金額

（△は損失金額）
（円） 0.38 0.37 △23.20 △8.87 10.78

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 51.1 55.2 48.8 47.8 46.9

自己資本利益率 （％） 0.2 0.2 － － 8.1

株価収益率 （倍） 516 384 － － 35

配当性向 （％） － － － － 18.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △93 △538 △365 463 369

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △229 59 △108 △118 △817

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 252 134 610 △178 400

現金及び現金同等物

の期末残高
（百万円） 710 360 501 668 622

従業員数

(外、平均臨時雇用者数)
（人）

180

(－)

178

(－)

177

(－)

171

(－)

194

(26)

(注)1 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

2 売上高には、消費税等は含まれておりません。

3 第109期、第110期及び第113期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

第111期及び第112期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」については、１株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在株式

が存在しないため記載しておりません。

4 第111期及び第112期の「自己資本利益率」「株価収益率」については、当期純損失計上のため記載しておりません。

5 第109期及び第110期の「配当性向」については、配当を行っていませんので記載しておりません。

第111期及び第112期の「配当性向」については、当期純損失計上のため記載しておりません。

6 第109期から第112期における平均臨時雇用者数は、従業員数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。
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２【沿革】

昭和11年６月 酸化チタンの国産化を目的に創立

昭和13年６月 宇部工場完成

昭和13年８月 日本硫酸株式会社を合併

昭和20年７月 被爆により操業中止

昭和21年７月 本社を東京都から宇部市へ移転、東京事務所開設

昭和24年４月 宇部工場の復旧工事完成、同10月稼働

昭和37年10月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

昭和38年４月 大阪事務所開設

昭和40年４月 酸化鉄工場完成

昭和44年６月 磁性酸化鉄の販売を開始

昭和62年９月 東京証券取引所市場第一部指定

平成５年７月 宇部開発センター新設

平成16年５月 中国山東省に山東東佳集団有限公司(中国)及び三井物産株式会社と合弁で山東三盛?工業有限公司(現

関連会社)を設立

平成17年３月 大阪営業所(旧 大阪事務所)を東京事務所に統合

平成18年10月 ＴＫサービス株式会社(現 非連結子会社)を設立

平成22年10月 宇部西工場新設
　

３【事業の内容】

　当社グループは、当社及び子会社１社並びに関連会社１社により構成されております。

　当社は、酸化チタン及び酸化鉄並びにこれらに付随する化学工業品の製造及び販売を行っております。

　子会社であるＴＫサービス株式会社（当社100％出資）は、当社の生産業務及び場内物流業務を行っております。

　関連会社である山東三盛?工業有限公司（当社37％出資）は、中国市場における化合繊向け酸化チタンの生産・販売を

行っております。

　当社グループの事業内容及び当社との関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

　なお、次の２部門は「第５ 経理の状況 １ 財務諸表等 (1) 財務諸表 注記事項」に掲げるセグメント区分と同一であり

ます。

(1)酸化チタン　酸化チタン及び高付加価値品の超微粒子酸化チタン等

(2)酸化鉄　酸化鉄

(3)その他　副産物等
　

  事業の系統図は、次のとおりであります。
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４【関係会社の状況】
名称 住所 資本金 主要な事業の内容 議決権の所有割合(％) 関係内容

(関連会社)

山東三盛?工業有限公司

中国

山東省

US$

6,000千

酸化チタンの

製造及び販売
37.0役員の兼務 ２ 名

　

５【従業員の状況】

(1）提出会社の状況

　 平成23年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

194(26) 47.6 24.8 4,901

　
セグメントの名称 従業員数(人) 

酸化チタン 81(14)

酸化鉄 33( 5)

報告セグメント合計 114(19)

その他 0 ( 0)

全社(共通) 80( 7)

合計 194(26)

(注)1 従業員数は就業人員であり、当社から他社への出向者(３人)を除き、嘱託(23人)を含んでおり、臨時雇用者数(パートタイマー、人材派遣会

社、非連結子会社からの派遣社員を含む。)は、年間の平均人員を( )外数で記載しております。

2 平均年間給与（税込金額）は賞与及び基準外給与を含んでおります。

3 全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門・共通部門に所属しているものであります。

4 従業員数が前事業年度に比べ23人増加しましたのは、主として宇部西工場の新設によるものであります。

　
(2）労働組合の状況

　当社の労働組合はチタン工業労働組合と称し、平成23年３月31日現在の労働組合員総数は127人であり、日本化学エネ

ルギー産業労働組合連合会に加盟しております。なお、昭和26年８月の労働協約締結以来、円満な労使関係を維持してお

ります。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

  当事業年度におけるわが国の経済は、各種経済対策の効果やアジア地域の景気拡大などにより、緩やかながら回復に

向けた動きが見られましたものの、雇用情勢悪化の長期化や欧米を中心とする海外経済の下振れ懸念などから、依然と

して先行き不透明な状況で推移いたしました。 

  このような情勢のもとで、当社は新規事業の事業化や規模拡大に積極的に取り組みますとともに、新製品及び既存製

品の拡販に全力を傾注し、業績の早期回復と収益構造の変革に懸命に努力してまいりました。 

  その結果、市況の回復や新製品の採用決定などの成果により、当事業年度の売上高は、前事業年度に比べて27.4％増加

し、5,935百万円となりました。 

  一方、損益面につきましては、売上高の増加及び生産数量の増加に伴う設備稼働率の上昇などにより、営業利益は441

百万円（前事業年度は営業損失297百万円）、経常利益は390百万円（前事業年度は経常損失305百万円）となりました。

 

  また、特別損失として減損損失及び固定資産除却損などを計上いたしましたので、当期純利益は324百万円（前事業年

度は当期純損失267百万円）となりました。
　
  セグメント別の概況は、次のとおりであります。
　
（酸化チタン） 

  高付加価値品の超微粒子酸化チタンは、新製品の開発と拡販に注力いたしました結果、ＵＶカット化粧品向けやト

ナー外添剤向け新製品の出荷数量が前事業年度を上回りました。また、コンデンサー向けなどの既存製品につきまして

も市況の回復により出荷数量が前事業年度を大幅に上回りました。さらに、新規事業分野として新工場を建設したチタ

ン酸リチウムにつきましても期の後半から出荷を開始いたしました。 

  以上の結果、当セグメントの売上高は前事業年度に比べて38.3％増加し、3,638百万円となり、営業利益は431百万円と

なりました。
　
（酸化鉄） 

  酸化鉄につきましては、新製品及び既存製品の拡販に注力いたしました結果、トナー向け新製品の出荷数量が前事業

年度を大幅に上回りました。また、塗料向けやトナー向けなどの既存製品につきましても市況の回復により出荷数量が

前事業年度を上回りました。 

  以上の結果、当セグメントの売上高は前事業年度に比べて14.8％増加し、2,230百万円となり、営業損失は15百万円と

なりました。　
　
(2）キャッシュ・フローの状況

  当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）につきましては、税引前当期純利益の計上、減価償

却費、たな卸資産の減少、仕入債務の増加、長期借入れによる収入などの資金増がありましたものの、売上債権の増加、未

払消費税等の減少、有形固定資産の取得による支出、長期借入金の返済による支出などの資金減によりまして、前事業年

度末に比べて46百万円減少し当事業年度末には622百万円となりました。　　
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

  当事業年度の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 対前期比増減(％)

酸化チタン 4,142 75.2

酸化鉄 2,122 21.0

その他 28 45.4

合計 6,293 52.1

(注)1 金額は期中平均販売価格によっており、消費税等は含まれておりません。

2 当社は生産に関し外注は行っておりません。

　
(2）受注状況

　当社は受注生産は行っておりません。
　
(3）販売実績

  当事業年度の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額(百万円) 対前期比増減(％)

酸化チタン 3,638 38.3

酸化鉄 2,230 14.8

その他 67 △22.3

合計 5,935 27.4

(注)1 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合

相手先
前事業年度 当事業年度

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％)

稲畑産業株式会社 1,548 33.2 2,225 37.5

森下産業株式会社 989 21.2 1,233 20.8

小西安株式会社 618 13.3 611 10.3

2 上記金額には消費税等は含まれておりません。
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３【対処すべき課題】

(1) 今後の見通し

　翌事業年度につきましては、海外経済の改善や政府による経済対策の効果が期待されますが、東日本大震災による生産

活動の低下などの影響が懸念され、景気回復のペースは緩やかな状況に留まるものと思われます。 

　当社は、これまで電子製品向け部材を新規事業分野と位置づけ、新製品の開発と事業化に向けて鋭意取り組み、平成22

年10月にチタン酸リチウムの新工場を竣工いたしました。新工場の建設にあたりましては、低炭素型社会の基礎となり、

将来、成長が見込まれる市場で、信頼性の高い技術力を持ち、国際競争力が高い企業の設備投資を国が支援する平成21年

度低炭素型雇用創出産業立地推進事業に認定して頂き、平成23年４月に国から252百万円の補助金を受給いたしました。

　さらに、チタン酸リチウムは電気自動車や高性能電力貯蔵用のリチウムイオン２次電池の部材として、将来の大きな成

長が見込まれ、今後の更なる需要増加に対応するため、平成23年１月に当該設備の増設を決定し、平成23年12月以降に竣

工を計画しております。本増設につきましては、平成22年度低炭素型雇用創出産業立地推進事業に認定して頂き、設備投

資額約2,600百万円のうち、最大約960百万円が国から補助金として交付される予定であります。 

　当社といたしましては、新規事業であるチタン酸リチウムの増産対応、独自のコア技術を生かした機能性の高い新素材

の開発、超微粒子酸化チタン及びトナー向け酸化鉄の新製品の拡販、徹底したコスト削減に注力し、持続的な成長を達成

してまいる所存であります。
　　

(2) 中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

　当社では、業績の早期回復と収益構造の改善を実現するため、平成21年度から平成23年度までの中期事業計画を策定い

たしました。

　中期事業計画の方針と基本戦略は以下のとおりであります。
　

方　　針　経営基盤の強化から持続的な成長へ

　
基本戦略　経営基盤の強化　　　基盤事業の体質強化と収益力改善

収益構造の改善　　　成長事業の事業規模拡大と収益増大

持続的な成長　　　　新規事業の事業化と成長事業への育成
　

　これらの方針・基本戦略のもと、昨今の厳しい経営環境を踏まえた上で、酸化チタンと酸化鉄を基盤事業として位置づ

け、体質強化と収益力の改善をはかります。また、超微粒子酸化チタンは成長事業と位置づけ、事業規模の拡大と収益増

大をはかります。さらに、電子製品向け部材を新規事業として位置づけ、事業化と量産体制の確立を推進し、成長事業へ

の育成をはかります。

　中期事業計画における各年度の目標数値は以下のとおりであります。
　

　
計　画　期　間

平成21年度
(平成22年３月期)

平成22年度
(平成23年３月期)

平成23年度
(平成24年３月期)

売　上　高 4,800百万円 5,900百万円 6,900百万円
経常利益 30百万円 160百万円 520百万円
当期純利益 30百万円 140百万円 500百万円

　
　なお、実際の業績は、経済状況、業界動向、為替レート等、今後の様々な要因によって目標数値とは異なる可能性があり

ます。　
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４【事業等のリスク】

　有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性の

ある事項には、以下のようなものがあります。

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。
　
(1）事業計画のリスクについて

　当社は、中期事業計画の推進や、様々な経営戦略を実施するなど、新規事業の育成に努めております。しかしながら、新

規製品の事業化が計画通りに進まなかった場合、当社の財政状態や経営成績に影響を与える可能性があります。
　
(2）製品在庫のリスクについて

　当社の製品在庫につきましては、効率的な生産・販売を実現するための標準在庫量の管理と適切な原価計算及び在庫

評価ルールに基づいて対応しておりますが、今後、事業環境が急転するなどした場合、当社の財政状態や経営成績に影響

を与える可能性があります。
　
(3）固定資産の減損のリスクについて

　当社が保有する固定資産につきましては、「固定資産の減損に係る会計基準」を適用しております。今後、事業環境が

急転するなどした場合、収益性の低下、時価の下落、設備等の遊休化などに伴って減損損失を計上することもあり、当社

の財政状態や経営成績に影響を与える可能性があります。
　
(4）株式相場の変動のリスクについて

　当社が保有する有価証券の多くは上場株式であるため、株式相場の動向により、当社の財政状態や経営成績に影響を与

える可能性があります。
　
(5）原燃料価格の変動のリスクについて

　当社が購入する原燃料において市況の影響を受けるものが一部あります。原価低減活動等により影響額を吸収するな

ど適宜対応を行っておりますが、場合によっては当社の財政状態や経営成績に影響を与える可能性があります。
　
(6）為替の変動のリスクについて

　当社は、製品の一部を輸出し、購入する原燃料の一部について輸入を行っております。また、海外関連会社との取引もあ

ります。これらは為替変動の影響を少なからず受けるものであり、急激な為替の変動が生じた場合、当社の財政状態や経

営成績に影響を与える可能性があります。
　
(7）金利の変動のリスクについて

　当社は、設備投資のための資金等の大部分を銀行からの借入れにより調達しており、今後、金利の大幅な変動がある場

合、当社の財政状態や経営成績に影響を与える可能性があります。
　
(8）中国での合弁事業のリスクについて

　当社は、中国における化合繊向け酸化チタンの事業につきまして、中国国内に設立した日中合弁会社による現地での生

産・販売を行っております。当社は同社との連携を密にし、現地の動向等については随時掌握し、適切に対応していく方

針でありますが、現地の法的規制や経済環境等で予測不能な事態が生じた場合に、当社の財政状態や経営成績に影響を

与える可能性があります。
　
(9）研究開発のリスクについて

　当社は、これまで培った技術と情報の蓄積を活かし、新技術・新製品等の研究開発に努めております。しかしながら、こ

れらの開発や市場への展開が進まなかった場合、当社の財政状態や経営成績に影響を与える可能性があります。
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(10) 訴訟のリスクについて

　当社は、法令遵守に努めておりますが、多岐にわたる事業活動においては常に訴訟の対象となるリスクが存在してい

るものと考えております。提起された訴訟の内容、当社の対応方針、訴訟の結果によっては当社の財政状態や経営成績

に影響を与える可能性があります。
　
(11）災害等のリスクについて

　火災爆発等の事故や風水害、地震等の自然災害による損害を食い止めるため、設備の点検、安全・消火設備の充実、各

種保安活動、訓練等を行っております。しかしながら、これらの事故災害を完全に防止する保証はなく、被災した場合、

当社の財政状態や経営成績に影響を与える可能性があります。
　
(12）環境規制のリスクについて

　当社は、製造の過程で大量の資源とエネルギーを消費することから、環境に少なからぬ影響を及ぼしております。環境

への負荷の低減などに鋭意取り組んでおりますが、環境関連規制の強化等によっては、当社の財政状態や経営成績に影

響を与える可能性があります。
　
(13）製造物責任のリスクについて

　当社は、製品の品質について万全の体制を整えて取り組んでおりますが、予期し得ない事情により製造物責任が発生

する可能性が皆無ではなく、この場合、当社の財政状態や経営成績に影響を与える可能性があります。
　
(14）売上債権のリスクについて

　当社は、主として特約店を通じた販売活動を進め、売上債権の保全と与信体制の強化を推進しておりますが、販売先の

経営悪化や破綻等により債権回収に支障をきたすこともあり、この場合、当社の財政状態や経営成績に影響を与える可

能性があります。
　
(15）その他事業環境等の変動リスクについて

　当社は、上記以外の項目に関しても偶発事象に起因する事業環境等の変動リスクを負っており、その変動によっては、

当社の財政状態や経営成績に影響を与える可能性があります。
　

５【経営上の重要な契約等】

使用許諾契約

契約締結先 契約の内容 締結年月日 有効期間

山東三盛?工業有限公司(中国)
当社が所有する化合繊向け酸化チタンの製造

に関するノウハウ及び技術情報の使用許諾
平成16年５月14日

販売を開始した日

から起算して10年

(注) 対価として一定料率のロイヤルティを受け取っております。

　

６【研究開発活動】

　当社は創業以来、研究開発活動を重視し、格段の努力を傾注してまいりました。

　研究開発は研究開発第１部及び研究開発第２部によって推進され、当該業務には全従業員の約13％にあたる26名が携

わっており、主要製品である酸化チタン及び酸化鉄の開発・製造・販売を通して培った技術と情報の蓄積を活かし、既存

事業系統にとらわれることなく幅広いテーマに取り組んでおります。 

　当事業年度における活動内容につきましては、経営方針に基づいて、事業構造の変革と長期的な発展に結びつく新製品の

開発に取り組むとともに、既存製品の改良や応用の研究に積極的に取り組んでおります。 

　具体的には、新製品といたしまして、超微粒子酸化チタン、導電性無機酸化物、無機酸化物複合材料、電池材料、化粧品用粉

体並びに分散体等の研究開発に挑み、着実な成果を上げております。また、既存製品につきましては、顔料用酸化鉄、トナー

用酸化鉄等の改良及び応用の研究を行い、逐次採用が決定するなど、製品のライフサイクルに円滑に対応しております。 

　なお、当事業年度中における研究開発費の総額は221百万円であります。

　また、研究開発活動につきまして、セグメントごとの把握が実務上困難なため、セグメントごとに記載しておりません。　
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７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において当社が判断したものであります。

(1）経営成績の分析

　当事業年度における売上高は5,935百万円(前事業年度比27.4％増)、売上原価は4,712百万円(前事業年度比11.7％増)、

販売費及び一般管理費は781百万円(前事業年度比5.6％増)、営業利益は441百万円(前事業年度は営業損失297百万円)、

経常利益は390百万円(前事業年度は経常損失305百万円)、当期純利益は324百万円(前事業年度は当期純損失267百万円)

となりました。
　
(2）財政状態の分析

　資産につきましては、現金及び預金、商品及び製品、原材料及び貯蔵品、関係会社長期貸付金などの減少がありましたも

のの、受取手形、売掛金、建物、機械及び装置の増加などから、当事業年度末8,885百万円と前事業年度末と比べて846百万

円増加いたしました。 

  負債につきましては、未払消費税等、退職給付引当金、環境対策引当金などの減少がありましたものの、買掛金、長期借

入金の増加などから当事業年度末4,719百万円と前事業年度末に比べて521百万円増加いたしました。

  純資産につきましては、当期純利益の計上などから、当事業年度末4,165百万円と前事業年度末に比べて325百万円増

加いたしました。　
　

(3）キャッシュ・フローの状況の分析

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは369百万円(前事業年度463百万円)となりました。これは、売

上債権の増加(△540百万円)、未払消費税等の減少(△57百万円)などの資金減がありましたものの、税引前当期純利益

(329百万円)、減価償却費(341百万円)、たな卸資産の減少(70百万円)、仕入債務の増加(151百万円)などの資金増による

ものであります。
　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは△817百万円(前事業年度△118百万円)となりました。これ

は、有形固定資産の取得(△927百万円)などへの資金使用によるものであります。   
　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは400百万円(前事業年度△178百万円)となりました。これは、

長期借入金の返済による支出(△416百万円)がありましたものの、一方で、長期借入れによる収入(800百万円)などの資

金増によるものであります。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社は、製造工程の生産性の維持向上、既存製品の品質向上、今後成長の見込まれる分野及び研究開発分野に重点を置き

設備投資を行っております。

　当事業年度は、主に酸化チタン製造設備の新設工事及び既存設備の維持更新工事を行い、設備投資額（有形固定資産本勘

定受入高ベースの数値、金額には消費税等を含まない。）の内訳は次のとおりであります。
　
　 　 当事業年度 　 対前期比増減 　

酸化チタン製造設備 　 867百万円 　 1,021.7％ 　

酸化鉄製造設備 　 20　〃 　 △5.8〃 　

その他 　 31　〃 　 497.4〃 　

合計 　 919　〃 　 776.8〃 　

　
  なお、当事業年度は、生産能力に影響を及ぼすような固定資産の売却、撤去はありません。
　

２【主要な設備の状況】

  当社における主要な設備は以下のとおりであります。

　 平成23年３月31日現在

事業所名

（所在地）

セグメント

の名称　

設備の内容

又は業務の内容

帳簿価額（百万円）
従業員数

（人）
土地

(面積千㎡)
建物

機械及び

装置
その他 合計

本社・宇部工場

（山口県宇部市）

全社　

酸化チタン

酸化鉄

その他　

管理業務

酸化チタン製造設備

酸化鉄製造設備

88

(44)

［76］

766 1,398 89 2,342 122

研究開発第１部及び

研究開発第２部

（山口県宇部市）

全社 研究開発設備 － 50 103 27 181 26

宇部開発センター

（山口県宇部市）
酸化チタン 酸化チタン製造設備

－

［33］
238 299 19 557 24

宇部西工場

（山口県宇部市）
酸化チタン　 酸化チタン製造設備

143

(12) 　
245 500 51 941 14

東京事務所

（東京都中央区）
全社 販売業務 － 2 － 0 2 8

合計 　 　

231

(57)

［109］

1,303 2,301 188 4,025 194

(注)1 帳簿価額のその他は構築物107百万円、車両運搬具６百万円、工具、器具及び備品75百万円であります。

2 建設仮勘定は含んでおりません。

3 本社・宇部工場の土地には研究開発第１部及び研究開発部第２部、福利厚生施設を含んでおり、建物には福利厚生施設を含んでおります。

4 土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は72百万円であります。なお、賃借中の土地の面積については［　］で外書しており

ます。

5 上記金額には消費税等は含まれておりません。

　

３【設備の新設、除却等の計画】

(1) 重要な設備の新設等

　　　

所在地
セグメント

の名称
設備の内容

投資予定額(百万円)
資金調達方法 着手予定年月 完了予定年月

総額 既支払額

山口県宇部市 酸化チタン　 酸化チタン製造設備 2,600 ―
自己資金、借入金

及び補助金
平成23年６月以降 平成23年12月以降

(注) 上記の金額に消費税等は含まれておりません。　

　
(2）重要な設備の除却等

　該当事項はありません。　
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 84,000,000

計 84,000,000

　
②【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,276,26630,276,266
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数は1,000株であります。

計 30,276,26630,276,266－ －

　
(2)【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。
　
(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　記載事項はありません。
　

(4)【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。
　
(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
　

（百万円）

資本金残高
　

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成18年４月１日～

平成19年３月31日　　

　

(注)1
2,000,00028,276,266184 3,234△1,786 1,029

平成19年９月20日(注)2 2,000,00030,276,266209 3,443 209 1,238

平成21年６月26日(注)3　 － 30,276,266 － 3,443 △678 559

平成22年６月29日(注)3 － 30,276,266 － 3,443 △267 292

(注)1 発行済株式総数増減数及び資本金増減額は、新株予約権の行使による増加であります。

資本準備金増減額は、新株予約権の行使による増加額184百万円と、平成18年６月29日開催の定時株主総会の決議に基づく欠損てん補に

よる減少額1,970百万円の純額であります。 

2 発行済株式総数増減数、資本金増減額及び資本準備金増減額は株式会社東芝に対する第三者割当増資による増加であります。 

3 資本準備金の減少は欠損てん補によるものであります。

　
(6)【所有者別状況】

　 平成23年３月31日現在

区分
株式の状況（１単元の株式数1,000株） 単元未満

株式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数(人) － 26 41 52 34 3 4,1624,318 －

所有株式数

(単元)
－ 5,360 1,270 6,9511,107 14 15,30330,005271,266

所有株式数

の割合(％)
－ 17.86 4.23 23.173.69 0.0551.00100.00 －

(注)1 自己株式157,535株は「個人その他」に157単元、「単元未満株式の状況」に535株を含めて記載しております。なお、自己株式157,535株

は、株主名簿記載上の株式数であり、事業年度末現在の実質的な所有株式数は156,535株であります。

2 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が10単元含まれております。
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(7)【大株主の状況】

　 平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合（％）

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社
東京都中央区晴海１丁目８－11 2,131 7.04

稲畑産業株式会社 大阪府大阪市中央区南船場１丁目15－14 2,109 6.97

株式会社東芝 東京都港区芝浦１丁目１－１ 2,000 6.61

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町４丁目２－36 1,282 4.24

株式会社山田事務所 山口県下松市大字平田460 961 3.18

小西安株式会社 東京都中央区日本橋本町２丁目６－３ 935 3.09

第一生命保険株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目13－１ 771 2.55

日本マスタートラスト

信託銀行株式会社　
東京都港区浜松町２丁目11番３号 575 1.90

秋　田　武　松 千葉県我孫子市 574 1.90

山口産業株式会社 山口県宇部市琴芝町１丁目１番25号 283 0.94

計 － 11,623 38.39

(注) 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社

日本マスタートラスト信託銀行株式会社

2,131千株

575千株　

　
(8)【議決権の状況】

①【発行済株式】

　 平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式  

 

 156,000
－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式 29,849,000 29,849 －

単元未満株式 普通株式   　 271,266 － －

発行済株式総数 　 30,276,266－ －

総株主の議決権 － 29,849 －

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が10,000株(議決権10個)含まれております。

　
②【自己株式等】

　 平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式総数
に対する所有株式
数の割合(％)

（自己保有株式）

チタン工業株式会社

山口県宇部市大字

小串1978番地の25
156,000 － 156,000 0.52

計 － 156,000 － 156,000 0.52

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。なお、当該株式数は、上記①

「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれております。

　
(9)【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。
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２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号による普通株式の取得

(1)【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。
　
(2)【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。
　
(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(百万円)

当事業年度における取得自己株式 7,299 2

当期間における取得自己株式 200 0

(注) 当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りによる株式は含まれ

ておりません。

　
(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
（百万円）

株式数(株)
処分価額の総額
（百万円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式
－ － － －

その他（－） － － － －

保有自己株式数 156,535 － 156,735 －

(注) 当期間における保有自己株式には、平成23年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り等による株式は含ま

れておりません。

　

３【配当政策】

  当社は株主への利益還元を重要な課題のひとつと考えて事業の経営にあたっております。

　この方針のもとで、当社の配当につきましては、従来から安定配当を旨とすることを基本としておりますが、一方将来の

事業展開を見越した投資のための内部資金の確保につきましても企業にとり重要なことと認識しており、業績等に照らし

てこれらを総合的に判断して配当を実施することといたしております。

　また、中間配当と期末配当の年２回の配当を基本的な方針としており、決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主

総会であります。なお、当社は、取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる旨を定

款に定めております。

　当事業年度につきましては、全社一丸となって業績の早期回復と収益構造の変革に努めました結果、配当可能利益を確保

することができましたので、１株当たり２円の復配を決定いたしました。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成23年6月29日 定時株主総会決議 60 2

　

４【株価の推移】

(1)【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第109期 第110期 第111期 第112期 第113期
決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高（円） 304 314 263 293 595

最低（円） 162 119 89 142 189

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　
(2)【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高（円） 228 234 343 595 572 519

最低（円） 204 206 217 323 481 251

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５【役員の状況】

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有
株式数
(千株)

取締役社長

(代表取締役)
　 松 川 正 典昭和18年３月28日生

昭和41年４月 当社入社

平成７年５月 当社研究開発部長

平成７年６月 当社取締役研究開発部長

平成８年４月 当社取締役研究開発部長兼宇部開発センター長

平成10年６月 当社常務取締役研究開発部長

平成12年３月 当社常務取締役

平成15年６月 当社取締役社長（現任）

平成16年５月 山東三盛?工業有限公司董事長(現任)

(注)2 49

常務取締役 管理本部長 重 永 俊 雄昭和18年５月４日生

昭和42年４月 当社入社

平成７年５月 当社総務部長

平成10年６月 当社取締役総務部長

平成10年９月 当社取締役総務部長兼東京事務所長

平成13年３月 当社取締役総務部長

平成16年３月 当社取締役総務本部長

平成18年３月 当社取締役管理本部長

平成18年６月 当社常務取締役管理本部長（現任）

(注)2 54

常務取締役
生産本部長兼

販売本部長
渡 邉 　 一昭和23年10月17日生

昭和46年４月 当社入社

平成12年３月 当社宇部工場長

平成13年６月 当社取締役宇部工場長

平成16年３月 当社取締役生産本部長兼宇部工場長

平成18年６月 当社常務取締役生産本部長兼宇部工場長

平成19年３月 当社常務取締役生産本部長兼宇部工場長、宇部開

発センター長

平成19年６月 山東三盛?工業有限公司董事（現任）

平成20年３月 当社常務取締役生産本部長兼購買・物流部長、宇

部開発センター長

平成21年６月 当社常務取締役生産本部長兼販売本部長(現任)

(注)2 42

取締役

研究開発第１

部長兼研究開

発第２部長、

宇部西工場長

好 永 俊 宏昭和28年５月１日生

昭和51年４月 当社入社

平成13年３月 当社研究開発部副部長

平成16年３月 当社研究開発部長代理

平成19年３月 当社研究開発第１部長

平成19年６月 当社取締役研究開発第１部長

平成21年６月 当社取締役研究開発第１部長兼研究開発第２部長

平成22年10月 当社取締役研究開発第１部長兼研究開発第２部

長、宇部西工場長（現任）

(注)2 25

常勤監査役 　 上 西 利 明昭和20年９月23日生

昭和43年４月 当社入社

平成11年３月 当社研究開発部副部長

平成13年６月 当社宇部開発センター長代理

平成14年２月 当社宇部開発センター長代理兼品質保証部長代理

平成19年３月 当社理事研究開発第２部長

平成21年６月 当社監査役（現任）

(注)3 23

監査役 　 大 田 明 登昭和32年７月15日生

昭和63年４月 弁護士登録（山口県弁護士会所属）

　　　　　　 大田明登法律事務所開設　同代表
平成16年６月 当社監査役（現任）

(注)3 21

監査役 　 大 﨑 　 真昭和49年５月22日生

平成17年12月 弁護士登録（山口県弁護士会所属）

　　　　　　 大﨑真法律事務所開設　同代表
平成20年６月 当社監査役（現任）

(注)3 15

計 233

(注)1 監査役大田明登氏及び大﨑真氏は、会社法 第２条第16号に定める社外監査役であります。

2 取締役の任期は、平成23年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

3 監査役上西利明氏の任期は、平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり、大

田明登氏及び大﨑真氏の任期は、平成20年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年３月期に係る定時株主総会終結の時までであり

ます。
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1)【コーポレート・ガバナンスの状況】

① 企業統治の体制

・企業統治の体制の概要

当社は監査役制度を採用しております。当社の取締役会は平成23年６月29日現在　取締役４名で構成しており、社外

取締役は選任しておりません。当社の監査役会は平成23年６月29日現在　監査役３名で構成しており、そのうち、２名

は社外監査役で、社外監査役２名を含む監査役３名が内部監査室と連携して監査を実施しております。

　
1)取締役会

毎月１回の定時取締役会のほか必要に応じて臨時取締役会を開催し、法令、定款及び株主総会の決議に基づき、当

社の経営に関する最高の意思決定と取締役の業務執行の監督を行っております。
　

2)監査役会

毎月１回の定時監査役会のほか必要に応じて臨時監査役会を開催するとともに、監査役は取締役会に出席し、会社

の状況及び取締役の業務執行について監査を行っております。
　

3)執行役員

経営の効率化、意思決定の迅速化及び次期取締役候補の育成等を目的として、平成21年６月26日より部長、箇所長

の中から執行役員を選任しております。
　

4)会計監査人

会計監査人は太陽ＡＳＧ有限責任監査法人を選任し、期中及び期末に会計監査を受けております。当事業年度にお

いて業務を執行した公認会計士の氏名等につきましては以下のとおりであります。

業務を執行した公認会計士の氏名

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　大　村　　　茂

指定有限責任社員　業務執行社員　公認会計士　大　矢　昇　太

監査業務に係る補助者の構成

公認会計士　３名　その他　２名
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・企業統治の体制を採用する理由

当社の事業規模を勘案しますと、経営監視機能が適切に働く体制の確保を図るためには、当社の事業内容や内部事情

に精通している社内取締役で構成される適正な規模の取締役会と監査役会によるガバナンス体制が、現時点では最

もふさわしいと考えております。
　
・内部統制システムの整備の状況

当社は会社法及び会社法施行規則に基づく業務の適正を確保するための体制の整備を目的として、取締役会決議に

より内部統制システム構築の基本方針を定め、当該方針に従って、以下のとおり内部統制システムを整備・運用して

おります。
　

1)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

取締役及び使用人のコンプライアンスの徹底を図るためコンプライアンス規則及びコンプライアンス行動指針を

制定し、全社を統括するコンプライアンス委員会において、コンプライアンスの遵守状況を管理する。また、内部監

査室が定期的にコンプライアンスに関する内部監査を実施し、その結果を社長及び監査役へ適宜報告する。さら

に、法令上疑義のある行為等について使用人が直接情報提供を行う手段として内部通報窓口を設置する。
　

2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報については、文書取扱規則に従い適切に文書で保存及び管理を行う。
　

3)損失の危険の管理に関する規定その他の体制

リスク管理に関する体制を整備するためリスク管理規則を制定し、全社を統括するリスク管理委員会において、リ

スク管理に関する施策を立案、推進する。また、不測の事態が発生した場合は、対策本部を設置し、迅速かつ適切な

対応を行い、損害の拡大を防止する。
　

4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

定例の取締役会を毎月１回開催し、重要事項の決定及び取締役の業務執行状況の監督等を行うとともに、必要に応

じて臨時取締役会を開催し、迅速な意思決定を行う。また、取締役会において中期経営計画及び年度予算を策定し、

各取締役の担当職務を明確にし、職務執行の効率化を図る。
　

5)当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

関係会社管理規則を制定し、子会社の独立性・自主性を維持しつつ、事業活動等の定期的な報告に加え、重要案件

については事前協議を行う。また、当社取締役又は使用人を子会社の役員として派遣し、子会社の運営を監視・監

督及び監査して業務の適正を確保するとともに、当社の監査役及び内部監査室が連携して、子会社の業務執行状況

を監査する。
　

6)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

監査役の職務を補助するため、監査役会事務局を設置し、内部監査室との兼務使用人１名以上を配置する。
　

7)6)の使用人の取締役からの独立性に関する事項

監査役会事務局の使用人は監査役から直接指示命令を受け、監査役に直接報告できる。また、監査役会事務局の使

用人に関する人事異動については、監査役会の事前の同意を得る。
　

8)取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

取締役及び使用人は監査役に対して、以下の報告を行う。

ⅰ)会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見した場合は、直ちにその事実

ⅱ)取締役及び使用人が法令もしくは定款に違反する行為をし、又はこれらの行為をするおそれがあると考えら

れるときは、その旨

ⅲ)監査役が報告を求めた事項、その他監査上有用と判断される事項
　

9)その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役会と代表取締役との間で定期的な意見交換会を開催する。また、監査役からの要請に応じ、監査役と会計監

査人及び内部監査室との間で連絡会を開催する。
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・リスク管理体制の整備の状況

当社におけるコンプライアンス及びリスク管理を徹底するため、以下のとおり各種委員会を設置しております。
　

1)内部統制委員会

内部統制委員会は代表取締役社長を委員長とし、コンプライアンス委員会及びリスク管理委員会の諮問事項を最

終決定するとともに、両委員会の活動内容等に関して必要な指示を命じております。
　

2)コンプライアンス委員会

コンプライアンス委員会は年間計画に基づき、当社のコンプライアンス行動指針の周知徹底などコンプライアン

スの推進等に関する事項を審議しております。また、社内の法令違反行為又は不正行為の早期発見と早期是正を図

るため、通報者の保護を徹底した内部通報窓口を設置しております。
　

3)リスク管理委員会

リスク管理委員会は年間計画に基づき、当社のリスクの洗い出し、評価・分析、リスクへの対応方法の決定等を行

い、リスクの未然防止を図るとともに、万一緊急事態が発生した場合は、経営資源の保全と経営被害の最小化を図

るために必要な事項を審議しております。
　
② 内部監査及び監査役監査

内部監査室は業務執行部門から独立した代表取締役社長直属の組織とし、平成23年６月29日現在３名(うち兼任３

名)で構成しております。内部監査室は年度計画に基づき監査を行い、その結果を代表取締役社長へ報告し、代表取締

役社長からの是正指示を各業務執行部門へ示達するとともに、是正措置の実施状況についてフォローアップ監査を

実施する体制となっております。監査役会とは、必要に応じて相互の情報交換・意見交換を行うなど、連携を密にし

ております。

監査役会は平成23年６月29日現在　監査役３名で構成しており、そのうち、２名は社外監査役で、社外監査役２名を含

む監査役３名が内部監査室と連携して監査を実施しております。会計監査人及び内部監査室とは、必要に応じて相互

の情報交換・意見交換を行うなど、連携を密にしております。監査役会の事務局は内部監査室が担当しております。

但し専従者は置いておりません。
　
③ 社外取締役及び社外監査役

平成23年６月29日現在の当社の社外取締役は０名、社外監査役は２名であります。社外監査役の当社株式の保有状況

については、「５「役員の状況」の「所有株式数」欄」に記載のとおりであります。それ以外に社外監査役２名と当

社との間において人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

当社は社外取締役を選任しておりません。当社は、経営の意思決定機能と業務執行を管理監督する機能を持つ取締役

会に対し、監査役３名中の２名を社外監査役とすることで経営への監視機能を強化しております。コーポレート・ガ

バナンスにおいて、外部からの客観的、中立の経営監視の機能が重要と考えており、社外監査役２名による監査が実

施されることにより、外部からの経営監視機能が十分に機能する体制が整っているため、現状の体制としておりま

す。

社外監査役と会計監査人及び内部監査室とは、必要に応じて相互の情報交換・意見交換を行うなど、連携を密にして

おります。
　
④ 役員の報酬等

1)役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる
役員の員数
（人）

基本報酬
ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役

(社外取締役を除く)
37 37 － － － 4

監査役

(社外監査役を除く)
7 7 － － － 1

社外役員 5 5 － － － 2

　
2)使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの

総額（百万円） 対象となる役員の員数（人） 内容

7 1 使用人分としての給与であります。

　
3)役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

当社は役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針は定めておりません。
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⑤ 株式の保有状況

1)投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

22銘柄　　　　 　　 527百万円
　

2)保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目的

前事業年度

特定投資株式　　

銘柄
株式数
（株）

貸借対照
表計上額
(百万円)

保有目的

株式会社村田製作所 40,069 212長期保有を目的とした安定株主として

株式会社山口フィナンシャルグループ 123,332126 〃

稲畑産業株式会社 159,000 70 〃

王子製紙株式会社 50,000 20 〃

日立マクセル株式会社 8,016 15 〃

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 27,850 13 〃

北越紀州製紙株式会社 28,925 13 〃

大日精化工業株式会社 24,200 8 〃

東洋インキ製造株式会社 16,836 7 〃

ソニー株式会社 1,366 4 〃

　
当事業年度

特定投資株式　

銘柄
株式数
（株）

貸借対照
表計上額
(百万円)

保有目的

株式会社村田製作所 40,069 240長期保有を目的とした安定株主として

株式会社山口フィナンシャルグループ 123,332 94 〃

稲畑産業株式会社 159,000 81 〃

王子製紙株式会社 50,000 19 〃

株式会社日立製作所 45,370 19 〃

北越紀州製紙株式会社 28,925 12 〃

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 27,850 10 〃

大日精化工業株式会社 24,200 9 〃

東洋インキ製造株式会社 16,836 7 〃

帝人株式会社 11,960 4 〃

ソニー株式会社 1,366 3 〃

ユニチカ株式会社 21,320 1 〃

宇部興産株式会社 1,800 0 〃

株式会社広島銀行 890 0 〃

アトミクス株式会社 1,000 0 〃

株式会社ふくおかフィナンシャルグループ 412 0 〃

株式会社みずほフィナンシャルグループ 210 0 〃

※東洋インキ製造株式会社は、平成23年４月１日より東洋インキＳＣホールディングス株式会社に商号変更しております。

　
3)保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並びに当

事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。
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⑥ 取締役の定数

当社の取締役は10名以内とする旨を定款で定めております。
　
⑦ 取締役の選任の決議要件

当社の取締役の選任決議は、株主総会において議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有す

る株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また、取締役の選任決議については

累積投票によらないものとする旨を定款に定めております。
　
⑧ 剰余金の配当（中間配当）

当社は機動的な配当政策を遂行することを目的として、会社法第454条第５項の定めに基づき、取締役会の決議に

よって毎年９月30日を基準日として剰余金の配当（中間配当）を行うことができる旨を定款で定めております。
　
⑨ 株主総会の特別決議要件

当社は会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株主の議決

権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨を定款に定めております。これ

は、株主総会の特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであり

ます。
　
⑩ 自己の株式の取得の決定機関

当社は機動的な資本政策を遂行することを目的として、会社法第165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議に

よって市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定款で定めております。
　

(2)【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区分
前事業年度 当事業年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 16 － 17 －

　
②【その他重要な報酬の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。
　
（当事業年度）

　該当事項はありません。
　
③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

（前事業年度）

　該当事項はありません。
　
（当事業年度）

　該当事項はありません。
　
④【監査報酬の決定方針】

　該当事項はありませんが、監査日程等を勘案した上で決定しております。
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第５【経理の状況】

１ 財務諸表の作成方法について

　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸

表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前事業年度（自平成21年４月１日至平成22年３月31日）は改正前の財務諸表等規則に基づき、当事業年度（自平

成22年４月１日至平成23年３月31日）は改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。

 

２ 監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前事業年度（自平成21年４月１日至平成22年３月31日）

及び当事業年度（自平成22年４月１日至平成23年３月31日）の財務諸表について、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人により

監査を受けております。

 

３ 連結財務諸表について

　「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）第５条第２項により、当社で

は、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財政状態、経

営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとして、連結財務

諸表は作成しておりません。

　なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合を示すと次のとおりであります。

資産基準　　　　　0.2％

売上高基準　　　　2.5％

利益基準　　　　　0.0％

利益剰余金基準　△0.8％

※会社間項目の消去前の数値により算出しております。

 

４ 財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

　当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を適切

に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準

機構へ加入しております。また、監査法人との連携や各種セミナー等への積極的な参加を行っております。
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１【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※1
 669

※1
 623

受取手形 375 692

売掛金 518 742

商品及び製品 1,140 1,095

仕掛品 328 366

原材料及び貯蔵品 442 379

前渡金 8 8

前払費用 28 28

その他 74 5

流動資産合計 3,586 3,942

固定資産

有形固定資産

建物 ※1
 4,634

※1
 4,889

減価償却累計額 △3,493 △3,585

建物（純額） 1,141 1,303

構築物 ※1
 489

※1
 526

減価償却累計額 △411 △419

構築物（純額） 78 107

機械及び装置 ※1
 22,942

※1
 23,356

減価償却累計額 △20,981 △21,055

機械及び装置（純額） 1,960 2,301

車両運搬具 37 41

減価償却累計額 △34 △35

車両運搬具（純額） 2 6

工具、器具及び備品 ※1
 792

※1
 809

減価償却累計額 △717 △734

工具、器具及び備品（純額） 74 75

土地 ※1
 231

※1
 231

建設仮勘定 16 30

有形固定資産合計 3,505 4,056

無形固定資産

電話加入権 2 2

無形固定資産合計 2 2

投資その他の資産

投資有価証券 ※1
 520

※1
 527

関係会社株式 9 9

関係会社出資金 239 239

従業員に対する長期貸付金 46 46

関係会社長期貸付金 66 －

長期前払費用 29 27

その他 44 46

貸倒引当金 △10 △11

投資その他の資産合計 943 884

固定資産合計 4,452 4,943

資産合計 8,038 8,885
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 19 30

買掛金 492 598

短期借入金 ※1
 930

※1
 950

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 416

※1
 395

未払金 193 190

未払費用 39 52

未払法人税等 12 13

未払消費税等 61 3

前受金 0 0

預り金 4 4

賞与引当金 35 57

設備関係未払金 6 34

流動負債合計 2,213 2,332

固定負債

長期借入金 ※1
 895

※1
 1,300

繰延税金負債 95 98

退職給付引当金 988 983

環境対策引当金 4 －

長期預り金 2 2

資産除去債務 － 3

固定負債合計 1,985 2,386

負債合計 4,198 4,719

純資産の部

株主資本

資本金 3,443 3,443

資本剰余金

資本準備金 559 292

資本剰余金合計 559 292

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △267 324

利益剰余金合計 △267 324

自己株式 △26 △28

株主資本合計 3,710 4,032

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 129 133

評価・換算差額等合計 129 133

純資産合計 3,839 4,165

負債純資産合計 8,038 8,885
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

売上高 4,660 5,935

売上原価

製品期首たな卸高 1,508 1,140

当期製品製造原価 3,711 4,558

他勘定受入高 ※1
 148

※1
 117

合計 5,368 5,816

他勘定振替高 ※2
 9

※2
 8

製品期末たな卸高 1,140 1,095

合計 1,150 1,104

製品売上原価 4,218 4,712

売上総利益 442 1,223

販売費及び一般管理費

運賃及び荷造費 144 164

役員報酬 49 51

給料及び賞与 119 108

賞与引当金繰入額 4 7

退職給付引当金繰入額 10 9

減価償却費 5 4

研究開発費 ※3
 200

※3
 221

その他 204 214

販売費及び一般管理費合計 740 781

営業利益又は営業損失（△） △297 441

営業外収益

受取利息 6 4

受取配当金 7 8

不動産賃貸料 14 14

助成金収入 44 －

その他 12 9

営業外収益合計 85 36

営業外費用

支払利息 62 56

手形売却損 17 13

その他 13 17

営業外費用合計 93 87

経常利益又は経常損失（△） △305 390
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

特別利益

固定資産売却益 ※4
 88 －

特別利益合計 88 －

特別損失

固定資産除却損 ※5
 8

※5
 16

減損損失 ※6
 35

※6
 36

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7

特別損失合計 44 60

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △262 329

法人税、住民税及び事業税 5 5

法人税等合計 5 5

当期純利益又は当期純損失（△） △267 324

EDINET提出書類

チタン工業株式会社(E00796)

有価証券報告書

25/57



【製造原価明細書】

　 　
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費 　 1,653 45.2 2,362 51.4

Ⅱ　労務費 　 832 22.7 948 20.6

Ⅲ　経費 ※1 1,172 32.1 1,285 28.0

当期総製造費用 　 3,658 100.0 4,597 100.0

Ⅳ　期首仕掛品たな卸高 　 380　 328　

Ⅴ　他勘定振替高 ※2 0　 0　

Ⅵ　期末仕掛品たな卸高 　 328　 366　

当期製品製造原価 　 3,711　 4,558　

　 　 　 　 　 　

(注)

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※1 主な経費の内訳 ※1 主な経費の内訳

減価償却費 302百万円

支払電力料 208　〃

減価償却費 323百万円

支払電力料 242　〃

※2 他勘定振替高 ※2 他勘定振替高

建設仮勘定他 　 0百万円

計 　 0　〃

建設仮勘定他 　 0百万円

計 　 0　〃

　

(原価計算の方法)

　原価計算の方法は、総合原価計算法を採用しております。製造原価の計算は、製造原価を要素別に把握し、これを製造部

門と補助部門に分類集計し、次いで直接配賦法により各補助部門費を製造部門に配賦し、製品ごとに総原価を計算してお

ります。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 3,443 3,443

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,443 3,443

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 1,238 559

当期変動額

準備金から剰余金への振替 △678 △267

当期変動額合計 △678 △267

当期末残高 559 292

その他資本剰余金

前期末残高 － －

当期変動額

準備金から剰余金への振替 678 267

欠損填補 △678 △267

当期変動額合計 － －

当期末残高 － －

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 △678 △267

当期変動額

欠損填補 678 267

当期純利益又は当期純損失（△） △267 324

当期変動額合計 411 591

当期末残高 △267 324

自己株式

前期末残高 △24 △26

当期変動額

自己株式の取得 △1 △2

当期変動額合計 △1 △2

当期末残高 △26 △28

株主資本合計

前期末残高 3,979 3,710

当期変動額

準備金から剰余金への振替 － －

欠損填補 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △267 324

自己株式の取得 △1 △2

当期変動額合計 △269 322

当期末残高 3,710 4,032
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(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 49 129

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

79 3

当期変動額合計 79 3

当期末残高 129 133

純資産合計

前期末残高 4,028 3,839

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △267 324

自己株式の取得 △1 △2

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 79 3

当期変動額合計 △189 325

当期末残高 3,839 4,165
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④【キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △262 329

減価償却費 333 341

減損損失 35 36

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 0

賞与引当金の増減額（△は減少） △11 21

退職給付引当金の増減額（△は減少） △23 △5

受取利息及び受取配当金 △14 △13

支払利息 62 56

その他の営業外損益（△は益） △49 △1

有形固定資産除却損 8 16

その他の特別損益（△は益） △88 7

売上債権の増減額（△は増加） △354 △540

たな卸資産の増減額（△は増加） 598 70

仕入債務の増減額（△は減少） 171 151

未払消費税等の増減額（△は減少） 47 △57

小計 453 415

利息及び配当金の受取額 15 14

利息の支払額 △60 △57

法人税等の支払額 △5 △5

その他の収入 87 －

その他の支出 △28 －

その他 － 1

営業活動によるキャッシュ・フロー 463 369

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △1 △1

定期預金の払戻による収入 1 1

有形固定資産の取得による支出 △160 △927

有形固定資産の売却による収入 52 49

貸付けによる支出 △5 △1

貸付金の回収による収入 0 63

その他の支出 △16 △1

その他の収入 12 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △118 △817

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 20

短期借入金の返済による支出 △360 －

長期借入れによる収入 500 800

長期借入金の返済による支出 △316 △416

自己株式の取得による支出 △1 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △178 400

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 1

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 166 △46

現金及び現金同等物の期首残高 501 668

現金及び現金同等物の期末残高 ※
 668

※
 622
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【重要な会計方針】

項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

1 有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式

移動平均法による原価法

子会社株式

同左

　 その他有価証券

時価のあるもの

期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定)

その他有価証券

時価のあるもの

同左

　 時価のないもの

移動平均法による原価法
　

時価のないもの

同左

2 たな卸資産の評価基準及

び評価方法

通常の販売目的で保有するたな卸資産

商品及び製品

後入先出法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)

通常の販売目的で保有するたな卸資産

商品及び製品

移動平均法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)

(会計方針の変更)

当事業年度より、「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」(企業会計基準第９号 平成

20年９月26日)を適用し、商品及び製品の

評価方法を後入先出法から移動平均法に

変更しております。

これにより、当事業年度の営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益は、それぞれ37

百万円減少しております。

　 仕掛品、原材料及び貯蔵品

移動平均法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)
　

仕掛品、原材料及び貯蔵品

同左

3 固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりでありま

す。

有形固定資産（リース資産を除く）

同左

　 建物 ３～47年

機械及び装置 ４～12年

　

　 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。
　

無形固定資産（リース資産を除く）

同左

4 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。
　

同左

5 引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可

能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

貸倒引当金

同左
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項目
前事業年度

（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

　 賞与引当金 

従業員の臨時給与の支給に備えるため、当

期に負担すべき支給見込額を計上しており

ます。

賞与引当金　

同左

　 退職給付引当金

従業員の退職金の支給に備えるため、当期末

における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

数理計算上の差異については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により、翌期から費

用処理することとしております。

退職給付引当金

従業員の退職金の支給に備えるため、当期末

における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。

数理計算上の差異については、その発生時の

従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（10年）による定額法により、翌期から費

用処理することとしております。

　 （会計方針の変更）

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基

準」の一部改正(その３)」(企業会計基準第

19号　平成20年７月31日)を適用しておりま

す。

なお、これによる損益への影響はありませ

ん。

　

　 （追加情報）

当社は、平成21年10月１日より適格退職年金

制度を確定給付企業年金制度へ移行し、「退

職給付制度間の移行等に関する会計処理」

(企業会計基準適用指針第１号　平成14年１

月31日)を適用しております。

本移行に伴う損益への影響はありません。

　

　 環境対策引当金

ポリ塩化ビフェニル（PCB）廃棄物の処理に

備えるため、その見込額を計上しておりま

す。
　

―――

6 ヘッジ会計の方法 外貨建売上取引について、外貨建売上計上時と

外貨決済（外貨入金）時との為替レートの変

動による損益への影響を回避する目的で、原則

として、外貨建売上取引の都度、当該取引額の

為替予約をいたしております。また、為替予約

が付されている外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。
　

同左

7 キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

キャッシュ・フロー計算書における資金（現

金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内に満期日の到来す

る短期投資を計上しております。
　

同左

8 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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【会計処理方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

――― 資産除去債務に関する会計基準の適用

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」(企

業会計基準第18号 平成20年３月31日)及び「資産除去債

務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第21号 平成20年３月31日)を適用しております。

これにより、当事業年度の営業利益、経常利益はそれぞれ

０百万円減少し、税引前当期純利益は７百万円減少してお

ります。

　

【表示方法の変更】

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

（損益計算書）

「助成金収入」は、前期まで「その他(営業外収益)」に含

めて表示しておりましたが、当期は営業外収益の総額の

100分の10を超えましたため区分掲記いたしました。

なお、前期の「その他(営業外収益)」に含まれる助成金収

入は６百万円であります。
　
前期に区分掲記しておりました「物品売却益」(当期は６

百万円)は、営業外収益の100分の10以下となったため「そ

の他(営業外収益)」に含めて表示しております。
　
前期に区分掲記しておりました「為替差損」(当期は２百

万円)は、営業外費用の100分の10以下となったため「その

他(営業外費用)」に含めて表示しております。

―――　

――― （キャッシュ・フロー計算書）

営業活動によるキャッシュ・フローにおける「その他」

は、前事業年度において総額表示をしておりましたが、重

要性がないため、当事業年度は純額表示に変更いたしまし

た。
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【注記事項】

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

※1 担保資産及び担保付債務

担保資産

※1 担保資産及び担保付債務

担保資産

現金及び預金 105百万円　

建物 1,047　〃 （1,047百万円）

構築物 34　〃 （　 34　〃　）

機械及び装置 1,115　〃 （1,115　〃　）

工具、器具及び備品 29　〃 （　 29　〃　）

土地 5　〃 （　　5　〃　）

投資有価証券 481　〃 　

計 2,819　〃 （2,233　〃　）

現金及び預金 105百万円　

建物 1,214　〃 （  964百万円）

構築物 30　〃 （   30　〃　）

機械及び装置 1,016　〃 （1,016　〃　）

工具、器具及び備品 15　〃 （   15　〃　）

土地 149　〃 （　  5　〃　）

投資有価証券 484　〃 　

計 3,015　〃 （2,033　〃　）

上記のうち（　）内書きは工場財団根抵当を示してお

ります。

上記のうち（　）内書きは工場財団根抵当を示してお

ります。

担保付債務 担保付債務

短期借入金 　 650百万円

１年内返済予定の

長期借入金
　 416　〃

長期借入金 　 895　〃

計 　 1,961　〃

　

短期借入金 　 650百万円

１年内返済予定の

長期借入金
　 374　〃

長期借入金 　 1,220　〃

計 　 2,245　〃

　

2 受取手形割引高 874百万円 2 受取手形割引高 748百万円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※1 他勘定受入高の内訳 ※1 他勘定受入高の内訳

購入製品 　 137百万円

その他 　 10　〃

計 　 148　〃

購入製品 　 107百万円

その他 　 9　〃

計 　 117　〃

※2 他勘定振替高の内訳 ※2 他勘定振替高の内訳

一般管理費 　 6百万円

営業外費用 　 2　〃

計 　 9　〃

一般管理費 　 5百万円

営業外費用 　 2　〃

計 　 8　〃

※3 研究開発費の総額 ※3 研究開発費の総額

一般管理費及び当期総製造

費用に含まれる研究開発費

200百万円 一般管理費及び当期総製造

費用に含まれる研究開発費

221百万円

※4 固定資産売却益の内訳 ―――

社宅用建物・土地 88百万円 　 　

※5 固定資産除却損の内訳 ※5 固定資産除却損の内訳

建物 　 4百万円

機械及び装置 　 2　〃

その他 　 1　〃

計 　 8　〃

機械及び装置 　 16百万円

その他 　 0　〃

計 　 16　〃

※6 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。

※6 減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。

場所 用途 種類

山口県宇部市 遊休資産 機械及び装置

場所 用途 種類

山口県宇部市 遊休資産 機械及び装置

当社は、原則として、事業用資産については管理会計上

の区分等を基準としてグルーピングを行っており、遊休

資産については個別資産ごとにグルーピングを行って

おります。

当事業年度において、事業の用に供していない遊休資産

のうち、時価が著しく下落した資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（35

百万円）として特別損失に計上しました。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額に

より測定しております。

当社は、原則として、事業用資産については管理会計上

の区分等を基準としてグルーピングを行っており、遊休

資産については個別資産ごとにグルーピングを行って

おります。

当事業年度において、事業の用に供していない遊休資産

のうち、時価が著しく下落した資産グループの帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（36

百万円）として特別損失に計上しました。

なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額に

より測定しております。
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

1 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 30,276,266 － － 30,276,266

　
2 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 140,783 8,453 － 149,236

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。
　
当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

1 発行済株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 30,276,266 － － 30,276,266

　
2 自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 149,236 7,299 － 156,535

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものであります。　
　
3 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

　該当事項はありません。　
　
(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの　

(決議) 株式の種類
配当金の総額
(百万円)　

配当の原資
１株当たり
配当額(円)　

基準日　 効力発生日

平成23年６月29日

定時株主総会　
普通株式 60利益剰余金 2平成23年３月31日平成23年６月30日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成22年３月31日現在）

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成23年３月31日現在）

現金及び預金 669百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1　〃

現金及び現金同等物 668　〃

現金及び預金 623百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1　〃

現金及び現金同等物 622　〃

　
（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引
　
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外

ファイナンス・リース取引
　
　重要性がないため、記載を省略しております。

　
取得価額
相当額
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円）

期末残高
相当額
（百万円）

工具、器具及
び備品

3 3 －

　

(2) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額　

支払リース料 0百万円

減価償却費相当額 0　〃

支払利息相当額 0　〃

　

(3) 減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

　

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法

によっております。
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（金融商品関係）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

1 金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は預金等で運

用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。投機的な取引は行わない方針であります。なお、

デリバティブは実需の範囲で行うこととしております。
　
(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。これらは、与信管理を推進するこ

とでリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時

価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、運転資金

（主として短期）及び設備投資資金（主として長期）に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決

算日後４年10ヶ月であります。金利については、変動リスクに晒されていますが、短期間で市場金利を反映させる方

法によっております。

　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約

取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に

ついては、前述の「重要な会計方針」に記載されている「ヘッジ会計の方法」をご覧下さい。
　
(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権及び貸付金について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用度の高い国内銀行とのみ取引を行っております。

　当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照表価額により表

わされています。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建売上取引について、外貨建売上計上時と外貨決済（外貨入金）時との為替レートの変動による損

益への影響を回避する目的で、原則として、外貨建売上取引の都度、当該取引額の為替予約をいたしております。

また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については振当処理を行っております。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満

期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき総務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、流動性リスクを管理

しております。
　
(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することもあります。
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2 金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を

把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません((注)2参照)

（単位：百万円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 669 669 －

(2）受取手形 375 375 －

(3）売掛金 518 518 －

(4）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 499 499 －

(5）従業員長期貸付金 46 45 △0

(6）関係会社長期貸付金 66 66 0

資産計 2,176 2,175 △0

(1）支払手形 19 19 －

(2）買掛金 492 492 －

(3）短期借入金 930 930 －

(4）１年内返済予定の長期借入金 416 416 －

(5）未払金 193 193 －

(6）設備工事未払金 6 6 －

(7）長期借入金 895 895 －

負債計 2,954 2,954 －

(注)1 金融商品の時価の算定方法等

資　産

(1）現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4）投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5）従業員長期貸付金、(6)関係会社長期貸付金

貸付金の時価については、信用リスクを考慮し、その将来キャッシュ・フローを適切な利率で割り引いた現在価値により算出して

おります。

負　債

(1）支払手形、(2)買掛金、(3)短期借入金、(5)未払金、(6)設備工事未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4）１年内返済予定の長期借入金、(7)長期借入金

現在借り入れている長期借入金は変動金利によっており、短期間で市場金利を反映していること、また、当社の信用状態は実行後

と大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

　
2 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式(*1)(*2) 20

関係会社株式(*1) 9

関係会社出資金(*1) 239

*1 これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができないため、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、時価開示の対象としておりません。

*2 非上場株式については、「(4）投資有価証券　その他有価証券」に含めておりません。
　

3 金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

　 １年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 669 － － －

受取手形 375 － － －

売掛金 518 － － －

従業員長期貸付金 2 10 8 26

関係会社長期貸付金 66 － － －

合計 1,632 10 8 26
　

4 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。

　
（追加情報）

　当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び「金融商品の時価等の

開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日)を適用しております。
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当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

1 金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は預金等で運

用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。投機的な取引は行わない方針であります。なお、

デリバティブは実需の範囲で行うこととしております。
　
(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。これらは、与信管理を推進するこ

とでリスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時

価の把握を行っております。

　営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが６ヶ月以内の支払期日であります。借入金は、運転資金

（主として短期）及び設備投資資金（主として長期）に係る資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決

算日後９年10ヶ月であります。金利については、変動リスクに晒されていますが、短期間で市場金利を反映させる方

法によっております。

　デリバティブ取引は、外貨建の営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約

取引であります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等に

ついては、前述の「重要な会計方針」に記載されている「ヘッジ会計の方法」をご覧下さい。
　
(3）金融商品に係るリスク管理体制

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権及び貸付金について、主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、信用度の高い国内銀行とのみ取引を行っております。

　当期の決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクにさらされる金融資産の貸借対照表価額により表

わされています。

②市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

　当社は、外貨建売上取引について、外貨建売上計上時と外貨決済（外貨入金）時との為替レートの変動による損

益への影響を回避する目的で、原則として、外貨建売上取引の都度、当該取引額の為替予約をいたしております。

また、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務については振当処理を行っております。

　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、また、満

期保有目的の債券以外のものについては、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しておりま

す。

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は、各部署からの報告に基づき総務部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、流動性リスクを管理

しております。
　
(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて

おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当

該価額が変動することもあります。
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2 金融商品の時価等に関する事項

　平成23年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を

把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません((注)2参照）

（単位：百万円）

　 貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 623 623 －

(2）受取手形 692 692 －

(3）売掛金 742 742 －

(4）投資有価証券 　 　 　

その他有価証券 506 506 －

(5）従業員長期貸付金 46 45 △0

資産計 2,611 2,610 △0

(1）支払手形 30 30 －

(2）買掛金 598 598 －

(3）短期借入金 950 950 －

(4）１年内返済予定の長期借入金 395 395 －

(5）未払金 190 190 －

(6）設備工事未払金 34 34 －

(7）長期借入金 1,300 1,300 －

負債計 3,499 3,499 －

(注)1 金融商品の時価の算定方法等

資　産

(1) 現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5) 従業員長期貸付金

貸付金の時価については、信用リスクを考慮し、その将来キャッシュ・フローを適切な利率で割り引いた現在価値により算出して

おります。

負　債

(1) 支払手形、(2)買掛金、(3)短期借入金、(5)未払金、(6)設備工事未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

(4) １年内返済予定の長期借入金、(7)長期借入金

現在借り入れている長期借入金は変動金利によっており、短期間で市場金利を反映していること、また、当社の信用状態は実行後

と大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。

　
2 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式(*1)(*2) 20

関係会社株式(*1) 9

関係会社出資金(*1) 239

*1 これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができないため、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、時価開示の対象としておりません。

*2 非上場株式については、「(4）投資有価証券　その他有価証券」に含めておりません。
　

3 金銭債権の決算日後の償還予定額

（単位：百万円）

　 １年以内
１年超

５年以内

５年超

10年以内
10年超

現金及び預金 623 － － －

受取手形 692 － － －

売掛金 742 － － －

従業員長期貸付金 1 9 10 24

合計 2,060 9 10 24
　

4 長期借入金及びその他の有利子負債の決算日後の返済予定額

附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。
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（有価証券関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

1 子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社出資金（貸借対照表計上額　子

会社株式９百万円、関連会社出資金239百万円）は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。
　

1 子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社出資金（貸借対照表計上額　子

会社株式９百万円、関連会社出資金239百万円）は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。
　

2 その他有価証券 2 その他有価証券

種類 　
貸借対照表
計上額
（百万円）

　
取得原価
　

（百万円）
　

差額
　
（百万円）

（貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

株式 　 478　 243　 235

債券 　 －　 －　 －

その他 　 －　 －　 －

小計 　 478　 243　 235

（貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

株式 　 21　 31　 △10

債券 　 －　 －　 －

その他 　 －　 －　 －

小計 　 21　 31　 △10

合計 　 499　 275　 224

種類 　
貸借対照表
計上額
（百万円）

　
取得原価
　

（百万円）
　

差額
　
（百万円）

（貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの）

株式 　 484　 241　 242

債券 　 －　 －　 －

その他 　 －　 －　 －

小計 　 484　 241　 242

（貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの）

株式 　 21　 33　 △11

債券 　 －　 －　 －

その他 　 －　 －　 －

小計 　 21　 33　 △11

合計 　 506　 275　 231

(注) 非上場株式(貸借対照表計上額20百万円)について

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価

証券」には含めておりません。

(注) 非上場株式(貸借対照表計上額20百万円)について

は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、上表の「その他有価

証券」には含めておりません。
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（退職給付関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

1 採用している退職給付制度の概要

当社は、平成21年10月１日より適格退職年金制度を確定

給付企業年金制度へ移行し、確定給付型の制度として、

退職一時金制度と確定給付企業年金制度の併用といた

しました。

1 採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として確定給付企業年金制度

及び退職一時金制度を併用しております。

2 退職給付債務に関する事項　（平成22年３月31日現在）2 退職給付債務に関する事項　 (平成23年３月31日現在）

退職給付債務 △1,360百万円

年金資産 374　〃

未積立退職給付債務 △986　〃

未認識数理計算上の差異 △2　〃

退職給付引当金 △988　〃

退職給付債務 △1,365百万円

年金資産 384　〃

未積立退職給付債務 △981　〃

未認識数理計算上の差異 △1　〃

退職給付引当金 △983　〃

3 退職給付費用に関する事項

（自平成21年４月１日至平成22年３月31日）

3 退職給付費用に関する事項

（自平成22年４月１日至平成23年３月31日）

勤務費用 47百万円

利息費用 33　〃

期待運用収益 △7　〃

数理計算上の差異の費用処理額 2　〃

退職給付費用 75　〃

勤務費用 47百万円

利息費用 34　〃

期待運用収益 △9　〃

数理計算上の差異の費用処理額 1　〃

退職給付費用 73　〃

4 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 4 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.5％

期待運用収益率 2.5％

数理計算上の差異の処理年数 10年

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 2.5％

期待運用収益率 2.5％

数理計算上の差異の処理年数  10年

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌期から費用処理することとし

ております。）

（発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により、翌期から費用処理することとし

ております。）
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成22年３月31日）

当事業年度
（平成23年３月31日）

1 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

1 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

繰延税金資産 　

賞与引当金超過額 14百万円

退職給付引当金超過額 399　〃

減価償却超過額 73　〃

繰越欠損金 1,729　〃

その他 123　〃

繰延税金資産小計 2,340　〃

評価性引当額 △2,340　〃

繰延税金資産合計 －　〃

　 　

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 95　〃

繰延税金負債合計 95　〃

繰延税金負債の純額 95　〃

繰延税金資産 　

賞与引当金超過額 23百万円

退職給付引当金超過額 397　〃

減価償却超過額 51　〃

繰越欠損金 1,589　〃

その他 145　〃

繰延税金資産小計 2,207　〃

評価性引当額 △2,207　〃

繰延税金資産合計 －　〃

　 　

繰延税金負債 　

その他有価証券評価差額金 98　〃

繰延税金負債合計 98　〃

繰延税金負債の純額 98　〃

2 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

課税所得が発生しないため、記載を省略しております。

2 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率と

の間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

法人税等の負担は税務上の繰越欠損金の控除により、住

民税均等割額のみとなっているため記載を省略してお

ります。

　
（資産除去債務関係）

当事業年度末（平成23年３月31日）

　当社は、土地賃貸借契約に基づき、資産の撤去時における原状回復に係る債務を有しておりますが、当該債務に関連す

る賃借資産の使用期間が明確でなく、将来資産を撤去する予定もないことから、資産除去債務を合理的に見積もること

ができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上しておりません。　
　

（賃貸等不動産関係）

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。
　
（追加情報）

　当事業年度より「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28日）及び

「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11月28日）を

適用しております。
　
当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

重要性がないため、記載を省略しております。
　
（持分法損益等）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

関連会社に対する投資の金額 239百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 201　〃

持分法を適用した場合の投資利益の金額 42　〃

関連会社に対する投資の金額 239百万円

持分法を適用した場合の投資の金額 195　〃

持分法を適用した場合の投資利益の金額 10　〃
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

1 報告セグメントの概要

　当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の配分

の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

　当社は、酸化チタン、酸化鉄を基本にして組織が構成されており、各製品単位で包括的な戦略を立案し、事業活動を展開

しております。 

　したがいまして、当社は、「酸化チタン」及び「酸化鉄」の２つを報告セグメントとしております。 

　「酸化チタン」は、酸化チタン及び高付加価値品の超微粒子酸化チタン等の製造及び販売を行っております。「酸化

鉄」は、酸化鉄の製造及び販売を行っております。 
　
2 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と概ね同一であります。

　報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。　
　
3 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度(自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)

　(単位：百万円)　

　
報告セグメント その他

（注１） 
合計

調整額
　

財務諸表
計上額酸化チタン 酸化鉄 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　
外部顧客への売上高 2,630 1,943 4,573 86 4,660 － 4,660
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 2,630 1,943 4,573 86 4,660 － 4,660
セグメント利益又は損失(△) △201 △120 △321 23 △297 － △297
セグメント資産 － － － － － － －
その他の項目 　 　 　 　 　 　 　
減価償却費 － － － － － － －
有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

－ － － － － － －

(注)1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、副産物等の販売を含んでおります。

2 セグメント資産及びその他の項目につきましては、前事業年度の把握が実務上困難なため、記載しておりません。

　
当事業年度(自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日)

　 (単位：百万円)

　
報告セグメント その他

（注１） 
合計

調整額
（注２）

財務諸表
計上額
(注３)　酸化チタン 酸化鉄 計

売上高 　 　 　 　 　 　 　
外部顧客への売上高 3,638 2,230 5,868 67 5,935 － 5,935
セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － － －

計 3,638 2,230 5,868 67 5,935 － 5,935
セグメント利益又は損失(△) 431 △15 415 25 441 － 441
セグメント資産 4,368 2,486 6,855 16 6,872 2,013 8,885
その他の項目 　 　 　 　 　 　 　
減価償却費 163 107 270 － 270 69 340
有形固定資産及び無形
固定資産の増加額

875 21 896 － 896 37 934

(注)1 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、副産物等の販売を含んでおります。

2 調整額の内容は、各報告セグメントに帰属しない全社共通の資産等に係るものであります。

3 セグメント利益又は損失(△)は、財務諸表の営業利益と調整を行っております。　
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【関連情報】

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

1 製品及びサービスごとの情報

　(単位：百万円)

　 酸化チタン 酸化鉄 その他 合計
外部顧客への売上高 3,638 2,230 67 5,935

　
2 地域ごとの情報

(1) 売上高　

　本邦の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。 
　
(2）有形固定資産

　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。　
　
3 主要な顧客ごとの情報

(単位：百万円)　

顧客の氏名又は名称 売上高 関連するセグメント名
稲畑産業株式会社 2,225酸化チタン、酸化鉄
森下産業株式会社 1,233酸化チタン、酸化鉄
小西安株式会社 611酸化チタン、酸化鉄

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　(単位：百万円)

　 酸化チタン 酸化鉄 その他 全社 合計
減損損失 4 31 － 0 36

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。
　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当事業年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

　該当事項はありません。
　
（追加情報）

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日） 

　当事業年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27日）及び「セ

グメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用して

おります。　
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【関連当事者情報】

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

1 関連当事者との取引

財務諸表提出会社の関連会社

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金

事業の内容
又は職業

議決権等の所有
(被所有)割合(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社

山東三盛

?工業

有限公司

中国

山東省

US＄

6,000千

酸化チタン

の製造及び

販売

（所有）

直接 37.0

資金の貸付

役員の兼任
－ －

関係会社

長期貸付金

　

66

注)1 上記金額には消費税等は含まれておりません。

2 取引条件及び取引条件の決定方針等

資金の貸付につきましては、中国国内における金利動向を勘案して利率を合理的に決定しており、返済期間を６年としております。な

お、担保は受け入れておりません。

また、当事業年度に返済期間を１年延長して６年としております。これによる影響は軽微であります。

　
2 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
　
当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

1 関連当事者との取引

財務諸表提出会社の関連会社

  重要性がないため、記載を省略しております。
　
2 親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

該当事項はありません。

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

１株当たり純資産額 127円45銭

１株当たり当期純損失金額 ８円87銭
　

１株当たり純資産額 138円30銭

１株当たり当期純利益金額 10円78銭
　

1 当期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」に

ついては、１株当たり当期純損失が計上されており、また、

潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　

1 当期の「潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額」に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
　

2 １株当たり当期純損失金額の算定上の基礎 2 １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎

当期純損失 267百万円

普通株主に帰属しない金額 －　〃

普通株式に係る当期純損失 267　〃

期中平均株式数 30,129,973　株

当期純利益 324百万円

普通株主に帰属しない金額 －　〃

普通株式に係る当期純利益 324　〃

期中平均株式数 30,123,492　株

　
（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日）

当事業年度
（自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日）

資本準備金の額の減少及び剰余金の処分について
　

―――　

1 資本準備金の額の減少及び剰余金の処分の目的

資本準備金の額の減少及び剰余金の処分を行い、繰越利益

剰余金の欠損を補填することにより、財務体質の改善と早

期復配の実現を目的とするものです。

　

2 資本準備金の額の減少の要領

会社法第448条第１項の規定に基づき、資本準備金の額の

一部を減少し、減少した金額をその他資本剰余金に振り替

えるものです。

　

(1) 減少する資本準備金の額 　

資本準備金　　　　　　　　　　267,181,801円 　

(減少後の資本準備金の額　　　　292,712,055円） 　

(2）増加するその他資本剰余金の額 　

その他資本剰余金　　　　　　　267,181,801円 　

3 剰余金の処分の要領

会社法第452条の規定に基づき、上記２で振り替えたその

他資本剰余金を繰越利益剰余金に振り替え、欠損を補填い

たします。

　

(1) 減少する剰余金の項目及びその額 　

その他資本剰余金　　　　　　　267,181,801円 　

(2) 増加する剰余金の項目及びその額 　

繰越利益剰余金　　　　　　　　267,181,801円 　

4 日程

(1）取締役会決議日　　　　　 　平成22年５月13日

(2）定時株主総会決議日　　 　　平成22年６月29日

(3）効力発生日　　　　　　　 　平成22年６月29日
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⑤【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額
(百万円)

投資有価証券 その他有価証券

株式会社村田製作所 40,069 240

株式会社山口フィナンシャルグループ 123,332 94

稲畑産業株式会社 159,000 81

王子製紙株式会社 50,000 19

株式会社日立製作所 45,370 19

北越紀州製紙株式会社 28,925 12

小西安株式会社 50,000 12

株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 27,850 10

大日精化工業株式会社 24,200 9

東洋インキ製造株式会社 16,836 7

その他12銘柄 52,010 18

計 617,592 527

※東洋インキ製造株式会社は、平成23年４月１日より東洋インキＳＣホールディングス株式会社に商号変更しております。　

　
【有形固定資産等明細表】

資産の種類

前期末残高
　
　

（百万円）

当期増加額
　
　

（百万円）

当期減少額
　
　

（百万円）

当期末残高
　
　

（百万円）

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額
（百万円）

当期償却額
　
　

（百万円）

差引当期末
残高
　

（百万円）

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

建物 4,634 256 1 4,889 3,585 93 1,303

構築物 489 37 0 526 419 8 107

機械及び装置 22,942 601
186

(36)
23,356 21,055 215 2,301

車両運搬具 37 4 － 41 35 0 6

工具、器具及び備品 792 22 4 809 734 21 75

土地 231 － － 231 － － 231

建設仮勘定 16 934 919 30 － － 30

有形固定資産計 29,143 1,856
1,112

(36)
29,887 25,830 340 4,056

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

電話加入権 － － － 2 － － 2

無形固定資産計 － － － 2 － － 2

長期前払費用 34 － － 34 6 1 27

繰延資産 　 　 　 　 　 　 　

－ － － － － － － －

繰延資産計 － － － － － － －

(注)1 主な当期増加の内訳

建物 酸化チタン製造設備 249百万円 　

機械及び装置 酸化チタン製造設備 562　〃　　 　

〃 酸化鉄製造設備 20　〃 　

建設仮勘定
上記製造設備に係る建設仮

勘定計上
896　〃

　

主な当期減少の内訳

機械及び装置 酸化チタン製造設備 102百万円 　

〃 酸化鉄製造設備 27　〃 　

2 無形固定資産については、資産の総額の１％以下であるので、「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しておりま

す。

3 「当期減少額」の（　）内は内書きで、減損損失の計上額であります。　
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【社債明細表】

　該当事項はありません。
　
【借入金等明細表】

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 930 950 2.0 －

１年以内に返済予定の長期借入金 416 395 2.6 －

１年以内に返済予定のリース債務 － － － －

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) 895 1,300 2.3
平成24年４月２日～

平成33年１月29日

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) － － － －

その他有利子負債 － － － －

合計 2,241 2,645 － －

(注)1 平均利率については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。

2 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の貸借対照表日後５年以内における１年ごとの返済予定額の総額

１年超２年以内     （百万円） ２年超３年以内     （百万円） ３年超４年以内     （百万円） ４年超５年以内    （百万円）
316 335 170 89

　
【引当金明細表】

区分
前期末残高
（百万円）

当期増加額
（百万円）

当期減少額
（目的使用）
（百万円）

当期減少額
（その他）
（百万円）

当期末残高
（百万円）

貸倒引当金 10 0 － － 11

賞与引当金 35 57 35 － 57

環境対策引当金 4 0 4 － －

　
【資産除去債務明細表】

  当事業年度末における資産除去債務の金額が、当該事業年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であ

るため、財務諸表等規則第125条の２の規定により記載を省略しております。 
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(2)【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

区分 金額（百万円）

現金 0

預金の種類 　

当座預金 0

普通預金 514

定期預金 106

別段預金 0

計 622

合計 623

　
② 受取手形

a 相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

森下産業株式会社 288

小西安株式会社 143

稲畑産業株式会社 100

山本通産株式会社 88

不二化成株式会社 27

その他 44

合計 692

　
b 期日別内訳

期日 平成23年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 合計

金額(百万円) 24 188 98 232 148 692

　
③ 売掛金

a 相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

稲畑産業株式会社 246

株式会社東芝 67

森下産業株式会社 64

日鉄鉱業株式会社 50

株式会社岡島 42

その他 272

合計 742

　
b 滞留及び回収状況

期間
前期末残高
(イ)(百万円)

発生高
(ロ)(百万円)

回収高
(ハ)(百万円)

当期末残高
(ニ)(百万円)

平均滞留期間
(日)

回収率
(％)

平成22年４月１日～

平成23年３月31日
518 6,215 5,991 742 37 89.0

(注)1 消費税等の会計処理は税抜方式によっておりますが、上記発生高には消費税等が含まれております。

2平均滞留期間 回収率

　 (イ)＋(ニ)
÷
(ロ) 　 (ハ)

×100　 　
　 2 365 　 (イ）＋(ロ)
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④ たな卸資産

a 商品及び製品

品名 金額（百万円）

酸化チタン 663

酸化鉄 430

その他 1

合計 1,095

　
b 仕掛品

品名 金額（百万円）

酸化チタン 291

酸化鉄 74

合計 366

　
c 原材料及び貯蔵品

品名 金額（百万円）

イルメナイト 172

濃硫酸 1

副原料 140

燃料 36

包装材料 6

修繕材料 13

消耗品 9

合計 379

　
⑤ 支払手形

a 相手先別内訳

相手先 金額（百万円）

日本化学産業株式会社 24

株式会社桐原容器工業所 2

ニチユＭＨＩ中国株式会社 2

その他 0

合計 30

　
b 期日別内訳

期日 平成23年４月 ５月 ６月 ７月 合計

金額

（百万円）
6 10 5 8 30
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⑥ 買掛金

相手先 金額（百万円）

須恵産業株式会社 100

長栄物産株式会社 80

ソーダニッカ株式会社 73

小西安株式会社 44

エムコマース株式会社 40

その他 258

合計 598

　
⑦ 退職給付引当金

区分 金額（百万円）

退職給付債務 1,365

年金資産 △384

未認識数理計算上の差異 1

合計 983

　
(3)【その他】

　当事業年度における各四半期会計期間に係る売上高等

　
第１四半期

（自平成22年４月１日
　至平成22年６月30日）

第２四半期
（自平成22年７月１日
　至平成22年９月30日）

第３四半期
（自平成22年10月１日
　至平成22年12月31日）

第４四半期
（自平成23年１月１日
　至平成23年３月31日）

売上高 (百万円) 1,495 1,439 1,418 1,582

税引前四半期

純利益金額
(百万円) 82 24 80 142

四半期純利益金額 (百万円) 81 22 79 141

１株当たり四半期

純利益金額
(円) 2.71 0.76 2.62 4.69

　

EDINET提出書類

チタン工業株式会社(E00796)

有価証券報告書

52/57



第６【提出会社の株式事務の概要】
事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

取扱場所
（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人
（特別口座）

東京都千代田区丸の内１丁目４番５号　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 　　　　　　　　　　　――――

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他やむを得ない事

由が生じたときは、日本経済新聞に掲載して行う。

公告掲載ＵＲＬ

http：//www.titankogyo.co.jp

株主に対する特典 ありません。

(注) 当社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使することができない。

1 会社法第189条第２項各号に掲げる権利

2 会社法第166条第１項の規定による請求をする権利

3 株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

当社には、親会社等はありません。

 

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類、有価証券報告書の確認書

事業年度 第112期（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日） 平成22年６月30日中国財務局長に提出

　

(2) 内部統制報告書

平成22年６月30日中国財務局長に提出

　

(3) 四半期報告書、四半期報告書の確認書

第113期第１四半期（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日） 平成22年８月12日中国財務局長に提出

第113期第２四半期（自　平成22年７月１日　至　平成22年９月30日） 平成22年11月12日中国財務局長に提出

第113期第３四半期（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日） 平成23年２月10日中国財務局長に提出

　

(4) 臨時報告書

平成22年７月１日中国財務局長に提出

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)に基づく臨時

報告書であります。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成22年６月30日
チタン工業株式会社
 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 遠　　藤　　　　　了　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　　矢　　昇　　太　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

チタン工業株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第112期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、チタン工業株

式会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、チタン工業株式会社の平成22年３
月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作

成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、チタン工業株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以　上
　
　
※1 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。

2 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書  

 

平成23年６月29日
チタン工業株式会社
 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　　村　　　　　茂　　㊞

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　　矢　　昇　　太　　㊞

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

チタン工業株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第113期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法

人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行わ

れ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断して

いる。

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、チタン工業株

式会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、チタン工業株式会社の平成23年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作

成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。ま

た、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。 

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制監

査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどうかの

合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評

価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを含んで

いる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、チタン工業株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以　上
　
　
※1 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が

別途保管しております。

2 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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